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■総論

CO2分離回収技術の概要と動向	 山田 秀尚

■CCS政策

日本のCCS政策と国際動向	 朝比奈 健太・佐伯 徳彦

■CO2分離回収の基板評価

CO2分離材料の標準評価基盤の構築	 遠藤 明・牧野 貴至・河野 雄樹

■化学吸収液

CO2吸収液の展開事例／化学吸収法による燃焼排ガスからのCO2回収技術	 上條 孝

■固体吸収材

固体吸収材による燃焼排ガス，大気からのCO2回収	 西部 祥平・熊田 憲彦・奥村 雄志・沼口 遼平

■冷熱を利用した吸収液

LNG未利用冷熱を活用したCO2分離回収技術	 小泉 匡永

■無機膜

DDRゼオライト膜を使用したCO2分離プロセス	 寺谷 彰悟

近年，気候変動の抑制を目的とした脱炭素技術が注目されており，二酸化炭素分離回収・貯留（CCS）
および有効利用（CCUS）技術は脱炭素を実現する有力な手法の1つである。CCS技術のうち，二酸化
炭素の分離回収技術はコスト及びエネルギー消費が大きく，技術開発の余地があるため，古くから研究
開発が進められている。経済産業省が2023年にまとめたカーボンリサイクルロードマップでは，CO2 

1トンあたりの分離コストが現状で4,000～6,000円であるところを，2030年に2,000円台，2040年
以降には1,000円以下とすることを目標としている。この目標を達成するために，吸収液法，吸着法，
膜分離法などを用いたプロセスが開発されており，化学工学で扱われる様々な技術が利用されている。

本特集では，はじめにCO2 分離プロセスの概要と，日本のCCS政策と国際動向について解説する。
ついで，2030年頃の社会実装に向けて研究が進められているプロジェクトを中心に，化学吸収液，固
体吸収材，CO2 分離膜を用いるプロセスについて解説する。CCS技術において化学工学がどのように
役立てられているかのご参考になれば幸いである。
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CO2 排出を実質的にゼロにし，カーボンニュートラルを

実現するためには，再生エネルギー導入，省エネ，電化，
水素利用，バイオマス活用など，あらゆる手段を総動員す
る必要がある。主要手段の一つとして，CCUS（Carbon-

dioxide Capture，Utilization and Storage），すなわちCO2 回収・
利用・貯留が有望視されている。国際エネルギー機関IEA

（International Energy Agency）が2021年に公表したネットゼロ
シナリオは，2050年におけるCCUSによるCO2排出削減量
を世界で7.6 Gton/yとした1）。また，気候変動に関する政府
間パネルIPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）など
が示すシナリオの多くは，CCUSに対し，より多くの削減量
を割り当てている。さらに，IPCC第3作業部会の最新報告
に よ る と， ネ ッ ト ゼ ロ 達 成 に は，CDR（Carbon Dioxide 

Removal），すなわちCO2除去の導入が不可避である2）。CDR
は，排出源ではなく大気中のCO2を対象に吸収・固定化を行
うアプローチであり，植林，土壌炭素貯留，風化促進，ブルー
カーボン管理などの手段がある。CDRの中でもCCS（Carbon-

dioxide Capture and Storage）を伴うDACCS（Direct Air Capture with 

Carbon Storage） やBECCS（Bioenergy with Carbon Capture and 

Storage）は，比較的大きなCO2除去ポテンシャルを有する技術
として期待されている3）。

CCSが地球温暖化対策技術として広く認知されるよう
になった契機は，2005年に刊行されたIPCC特別報告であ
る 4）。同報告書は，火力発電所や製鉄所などの大規模固定
排出源の排ガスからCO2 を分離回収後，輸送して地下に貯
留するCCSに対し，十分なCO2 地中貯留ポテンシャル（世

界で約2,000 Gton）があり，他の緩和策と比べて低コストで
あると評価した。
 

 
IPCCのCCSに関する特別報告書は，CO2 分離回収シス

テムを，燃焼後（Post Combustion），燃焼前（Pre Combustion），
酸 素 燃 焼（Oxfuel Combustion）， 産 業 プ ロ セ ス（Industrial 

Processes）の4つに分類した（図1）。また，CO2 分離回収
スキームを収着法（Sorbents/Solvents），膜分離法（Membrane），
深冷分離法（Cryogenic Distillation）に大別した（図2）。

収着法の代表はアミン液を用いた化学吸収法である。一

1．はじめに

2．CO2分離回収技術の分類

    
CO2 分離回収技術の概要と動向
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図2　�CO2分離回収スキーム：（a）収着法，（b）膜分離法，（c）深

冷分離法（文献4）を参考に作成）
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図1　CO2分離回収システムの分類（文献4）を参考に作成）
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般に，CO2 の収着反応は発熱的であり，発熱量が大きいほ
ど収着剤を再生するための所要エネルギーが増大する。ベ
ンチマークとされるMEA（Monoethanolamine）液の場合，
CO2 吸収に伴う発熱量だけで約2 GJ/ton-CO2 に相当し，
加熱再生のための昇温に必要な顕熱と再生時に溶液の気化
で消費される潜熱を合わせると，燃焼後回収における再生
エネルギーは約4 GJ/ton-CO2 に達する 5）。

膜分離法は，再生工程を必要せず，供給側と透過側の分
圧差をドライビングフォースとしてCO2 を分離するため，
低い所要エネルギーでの回収が期待できる。一方で，ガス
選択性や透過速度に対する要求仕様を満たす製膜やそのモ
ジュール化には高度な製造技術が求められ，現状は回収率
や回収純度に課題がある。

深冷分離法は，空気を分離して高純度ガスを製造する実
用技術として確立された手法である。しかし，低温冷却及
び蒸留を伴うプロセスであり，特に，対象ガスが低濃度の
場合は多大なエネルギーを消費する。そこで，CCUS関連
では，液化天然ガスの冷熱を利用した冷却，他の分離法と
のハイブリット化，あるいは回収CO2 の液化プロセスにお
ける適用などが検討されている 6）。

近年，分離材に対するCO2 の吸収あるいは吸着，脱離，
透過現象などを電気や光によって制御するCO2 分離回収技
術にも注目が集まっている。
 

 
アミン液を用いた化学吸収法は1930年に発明され，20

世紀中頃には，天然ガスや合成ガスを対象とした産業技術
として確立していた。当時使用されていた吸収液は，TEA

（Triethanolamine），MDEA（N-Methyldiethanolamine） な ど の
アルカノールアミンの水溶液である 7）。

1980年代には，燃焼後回収を対象にMEAを用いた吸収
法が商用化された。しかし，MEA法には大きなエネルギー
消費とアミンの劣化や装置腐食性といった欠点があった8）。
1990年代に入ると，関西電力株式会社と三菱重工業株式会
社がヒンダードアミンを用いた新規吸収液KS-1及びこれ
を用いたKM CDR（Kansai Mitsubishi Carbon Dioxide Recovery）

プロセスを共同で開発し，MEA法のデメリットを大きく
軽減した 9）。

2019年 時 点 で 稼 働 中 の 大 規 模CCS設 備（ ＞0.4～0.8 

Mton-CO2/y）は世界に19あり（合計約40 Mton-CO2/y），回収
手法の内訳は，アミン液を用いた化学吸収法が9件と最も
多く，セレクソールなどを用いた物理吸収法が6件，その
他が4件（アミン以外の液を用いた化学吸収法，吸着法，膜分離法，

分離なしの回収が各1件）であった 10）。ここで，大規模回収の
対 象 は 天 然 ガ ス 精 製， 貯 留 形 態 はEOR（Enhanced Oil 

Recovery）が大半であった。尚，稼働中設備の回収容量に，
建設中及び計画中のプロジェクトによるものを加えた総容
量は約80 Mton-CO2/y（2019年）から約240 Mton-CO2/y

（2022年）と，近年はこれまでにない増加を見せている 11）。
天然ガス精製の他で，既にCO2 分離回収技術の市場があ

るCO2 源は，アンモニア製造，石油精製，発電などであり，
市場が形成されつつあるCO2 源は，製鉄，セメント製造な
どである。いずれも化学吸収法のシェアが高い。物理吸着
法は石油精製における水素製造などに，膜分離法は天然ガ
ス精製などに現市場があるが大きくはない。現時点で，化
学吸収液市場の多くはDow ChemicalやBASFなどの海外
勢が占めている。また，使われているアミンは3級アミン
が多い（図3）12）。これは，現状のCO2 源の多くが高圧ガス（天

然ガス精製など）であることを反映しており，今後の対象が
燃焼後回収及び製鉄やセメント製造などの産業プロセスに
拡大することで，2級アミンや1級アミンの使用にシフト
し，また，研究開発が続く吸着法や膜分離法との競争も本
格化するであろう。

ネットゼロ社会のCO2 回収量（＞7 Gton/y）と現状のそれ
（約40 Mton/y）を比較すると，今後，CO2 分離回収技術の
市場は飛躍的に拡大するものと予想される。国立研究開発
法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）技術
戦略研究センターは，当該市場は2040年以降に年間7兆
円規模に到達すると見積もっている 13）。これは，米国，
中国，日本が目標に掲げるCO2 分離回収コストにIEAのシ
ナリオにある年間回収量を掛けて試算した額である。雇用
などを含めCCUSサプライチェーンが生み出す波及効果を
加えるとその経済的効果は計り知れない。
 

 
最も大規模な予算で戦略的にCO2 分離回収技術の開発を

行ってきたのは米国であろう。DOE（Department of Energy）傘
下の研究機関NETL（National Energy Technology Laboratory）で

3．CO2分離回収技術の市場

4．CO2分離回収技術の開発

図3　�化学吸収液の2021年世界市場占有率（文献12）を参考に重量
ベースの割合で作成）
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1999年に始まった当該技術研究開発プログラムの予算規
模は，2019年には＄101,000,000/yにまで増大した 14）。膨
大な予算を有効に活用すべく，ラボ・ベンチスケールでは
数多くのアプローチを採用し，小規模パイロット試験，大
規模パイロット試験，実証，商用化に進むにつれて，プロ
ジェクト数を絞っていく運営がなされている。各プロジェ
クトに対して共通のプロトコルに基づく技術経済性分析を
求め，Go/Stopの判断材料としていることも同プログラム
の特徴である。また，予算の100％を政府が負担すること
は原則としてなく，一部を実施者が調達する必要がある。
2005年に＞＄100/ton-CO2 であった回収コストに対し，
現状では＄40/ton-CO2 程度の見通しが得られている。

米国の他，ノルウェー，オランダ，フランス，イギリス
などの欧州，オーストラリア，カナダ，近年は中国におい
てもCO2 分離回収技術の開発が盛んである。ノルウェー政
府は世界に先駆けて，産業分野（セメント工場及び廃棄物焼却

施設）からの大規模CO2 回収実証試験を進め，フルスケー
ルのCCSバリューチェーン構築を目指している 15）。また，
ノルウェーには世界最大のCO2 分離回収技術テストセン
ターTCM（Technology Centre Mongstad）があり，石油精製工場
及びガス火力発電所の実ガスに対し，合計100,000 ton-CO2/y
の回収容量を有する実証試験環境が整っている。カナダで
は，2014年に石炭火力発電（Boundary Dam）における世界
初の商用スケールCCSが始動した。アミン液による燃焼
後回収設備（Shell社Cansolvプロセス，約3,000 ton/d，回収率

90％）で回収したCO2 をパイプラインで輸送して地中貯留
するとともに，EORにも利用している。2016年に設立さ
れたInternational CCS Knowledge Centreでは次世代CCS
研究を推進している 16）。

1990年に日本で開発が始まったKM CDRプロセスは，
米国などでの実証試験を経て，テキサス州の石炭火力発電

（WA Parish）から4,776 ton/dを回収する世界最大のCO2 回

収プラント（2016年稼働開始）に採用された。さらに，三菱
重工エンジニアリング株式会社は，2021年に新型アミン
吸収液KS-21の実証試験をTCMで実施。同液の優れた省
エネルギー性と低いアミンエミッションを確認し，商用化
を完了した 17）。日本には，他にも，東芝エネルギーシス
テムズ株式会社，日鉄エンジニアリング株式会社，株式会
社IHIなど，優れた燃焼後回収設備と独自のアミン液を有
するサプライヤーが多い。また，川崎重工業株式会社はア
ミン固体吸収剤を用いた手法で，従来のアミン液よりも省
エネルギー効果の高い技術の確立を目指している 18）。

上述のように，石炭火力排ガス（CO2 濃度10～15％），高
炉ガス（CO2 濃度20％程度）からのCO2 分離回収に対しては
研究開発が進み，実証から商用のフェーズにある。一方で，
天然ガス火力等のCO2 濃度10％以下の排ガスや，スケー
ルメリットを享受できない中小規模の工場排ガスに対して
は，適したCO2 分離回収技術が未確立である。そこで，
2022年，NEDOグリーンイノベーション基金事業におい
て，「CO2 の分離回収等技術開発」がスタートした（表1）19）。

さて，各CO2 分離回収技術のこれまでを振り返ると，吸
収液等の素材開発から，ベンチ・パイロット試験，実証を
経て商用化までの道のりに10年以上の長い期間を要して
いたことがわかる。当該技術の実装が2030年から2050年
までに，といった時限をもって必要とされていることを鑑
みると，いかに加速するか，が重要である。

NEDO技術戦略研究センターは，CO2 分離回収技術の研
究開発における課題を分析し，社会実装加速に向けては，
素材のスクリーニングやCO2 分離回収性能検証において，
標準評価条件の策定，性能評価・劣化機構解析などに関す
る共通基盤の構築が有効である，とした 13）。本分析に基
づき，上記の基金事業の研究開発項目には，「CO2 分離素
材の標準評価共通基盤の確立」が盛り込まれている。

テーマ 事業者

天然ガス燃焼排ガスからの低コストCO2
分離・回収プロセス商用化の実現

千代田化工建設株式会社
株式会社JERA
公益財団法人地球環境産業技術研究機構

低濃度・分散排出源CO2の分離回収技術
開発

株式会社デンソー

革新的分離剤による低濃度CO2分離シス
テムの開発

株式会社レゾナック
日本製鉄株式会社

分離膜を用いた工場排ガス等からのCO2
分離回収システムの開発

住友化学株式会社
株式会社OOYOO

Na-Fe系酸化物による革新的CO2分離回収
技術の開発

エア・ウォーター株式会社
戸田工業株式会社
国立大学法人埼玉大学

LNG未利用冷熱を活用したCO2分離回収技
術開発・実証

東邦瓦斯株式会社
国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学

CO2分離素材の標準評価共通基盤の確立 国立研究開発法人産業技術総合研究所
公益財団法人地球環境産業技術研究機構

表1　NEDO「低圧・低濃度CO2分離回収の低コスト化技術開発・実証」19）
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般に，CO2 の収着反応は発熱的であり，発熱量が大きいほ
ど収着剤を再生するための所要エネルギーが増大する。ベ
ンチマークとされるMEA（Monoethanolamine）液の場合，
CO2 吸収に伴う発熱量だけで約2 GJ/ton-CO2 に相当し，
加熱再生のための昇温に必要な顕熱と再生時に溶液の気化
で消費される潜熱を合わせると，燃焼後回収における再生
エネルギーは約4 GJ/ton-CO2 に達する 5）。

膜分離法は，再生工程を必要せず，供給側と透過側の分
圧差をドライビングフォースとしてCO2 を分離するため，
低い所要エネルギーでの回収が期待できる。一方で，ガス
選択性や透過速度に対する要求仕様を満たす製膜やそのモ
ジュール化には高度な製造技術が求められ，現状は回収率
や回収純度に課題がある。

深冷分離法は，空気を分離して高純度ガスを製造する実
用技術として確立された手法である。しかし，低温冷却及
び蒸留を伴うプロセスであり，特に，対象ガスが低濃度の
場合は多大なエネルギーを消費する。そこで，CCUS関連
では，液化天然ガスの冷熱を利用した冷却，他の分離法と
のハイブリット化，あるいは回収CO2 の液化プロセスにお
ける適用などが検討されている 6）。

近年，分離材に対するCO2 の吸収あるいは吸着，脱離，
透過現象などを電気や光によって制御するCO2 分離回収技
術にも注目が集まっている。
 

 
アミン液を用いた化学吸収法は1930年に発明され，20

世紀中頃には，天然ガスや合成ガスを対象とした産業技術
として確立していた。当時使用されていた吸収液は，TEA

（Triethanolamine），MDEA（N-Methyldiethanolamine） な ど の
アルカノールアミンの水溶液である 7）。

1980年代には，燃焼後回収を対象にMEAを用いた吸収
法が商用化された。しかし，MEA法には大きなエネルギー
消費とアミンの劣化や装置腐食性といった欠点があった8）。
1990年代に入ると，関西電力株式会社と三菱重工業株式会
社がヒンダードアミンを用いた新規吸収液KS-1及びこれ
を用いたKM CDR（Kansai Mitsubishi Carbon Dioxide Recovery）

プロセスを共同で開発し，MEA法のデメリットを大きく
軽減した 9）。

2019年 時 点 で 稼 働 中 の 大 規 模CCS設 備（ ＞0.4～0.8 

Mton-CO2/y）は世界に19あり（合計約40 Mton-CO2/y），回収
手法の内訳は，アミン液を用いた化学吸収法が9件と最も
多く，セレクソールなどを用いた物理吸収法が6件，その
他が4件（アミン以外の液を用いた化学吸収法，吸着法，膜分離法，

分離なしの回収が各1件）であった 10）。ここで，大規模回収の
対 象 は 天 然 ガ ス 精 製， 貯 留 形 態 はEOR（Enhanced Oil 

Recovery）が大半であった。尚，稼働中設備の回収容量に，
建設中及び計画中のプロジェクトによるものを加えた総容
量は約80 Mton-CO2/y（2019年）から約240 Mton-CO2/y

（2022年）と，近年はこれまでにない増加を見せている 11）。
天然ガス精製の他で，既にCO2 分離回収技術の市場があ

るCO2 源は，アンモニア製造，石油精製，発電などであり，
市場が形成されつつあるCO2 源は，製鉄，セメント製造な
どである。いずれも化学吸収法のシェアが高い。物理吸着
法は石油精製における水素製造などに，膜分離法は天然ガ
ス精製などに現市場があるが大きくはない。現時点で，化
学吸収液市場の多くはDow ChemicalやBASFなどの海外
勢が占めている。また，使われているアミンは3級アミン
が多い（図3）12）。これは，現状のCO2 源の多くが高圧ガス（天

然ガス精製など）であることを反映しており，今後の対象が
燃焼後回収及び製鉄やセメント製造などの産業プロセスに
拡大することで，2級アミンや1級アミンの使用にシフト
し，また，研究開発が続く吸着法や膜分離法との競争も本
格化するであろう。

ネットゼロ社会のCO2 回収量（＞7 Gton/y）と現状のそれ
（約40 Mton/y）を比較すると，今後，CO2 分離回収技術の
市場は飛躍的に拡大するものと予想される。国立研究開発
法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）技術
戦略研究センターは，当該市場は2040年以降に年間7兆
円規模に到達すると見積もっている 13）。これは，米国，
中国，日本が目標に掲げるCO2 分離回収コストにIEAのシ
ナリオにある年間回収量を掛けて試算した額である。雇用
などを含めCCUSサプライチェーンが生み出す波及効果を
加えるとその経済的効果は計り知れない。
 

 
最も大規模な予算で戦略的にCO2 分離回収技術の開発を

行ってきたのは米国であろう。DOE（Department of Energy）傘
下の研究機関NETL（National Energy Technology Laboratory）で

3．CO2分離回収技術の市場

4．CO2分離回収技術の開発

図3　�化学吸収液の2021年世界市場占有率（文献12）を参考に重量
ベースの割合で作成）
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1999年に始まった当該技術研究開発プログラムの予算規
模は，2019年には＄101,000,000/yにまで増大した 14）。膨
大な予算を有効に活用すべく，ラボ・ベンチスケールでは
数多くのアプローチを採用し，小規模パイロット試験，大
規模パイロット試験，実証，商用化に進むにつれて，プロ
ジェクト数を絞っていく運営がなされている。各プロジェ
クトに対して共通のプロトコルに基づく技術経済性分析を
求め，Go/Stopの判断材料としていることも同プログラム
の特徴である。また，予算の100％を政府が負担すること
は原則としてなく，一部を実施者が調達する必要がある。
2005年に＞＄100/ton-CO2 であった回収コストに対し，
現状では＄40/ton-CO2 程度の見通しが得られている。

米国の他，ノルウェー，オランダ，フランス，イギリス
などの欧州，オーストラリア，カナダ，近年は中国におい
てもCO2 分離回収技術の開発が盛んである。ノルウェー政
府は世界に先駆けて，産業分野（セメント工場及び廃棄物焼却

施設）からの大規模CO2 回収実証試験を進め，フルスケー
ルのCCSバリューチェーン構築を目指している 15）。また，
ノルウェーには世界最大のCO2 分離回収技術テストセン
ターTCM（Technology Centre Mongstad）があり，石油精製工場
及びガス火力発電所の実ガスに対し，合計100,000 ton-CO2/y
の回収容量を有する実証試験環境が整っている。カナダで
は，2014年に石炭火力発電（Boundary Dam）における世界
初の商用スケールCCSが始動した。アミン液による燃焼
後回収設備（Shell社Cansolvプロセス，約3,000 ton/d，回収率

90％）で回収したCO2 をパイプラインで輸送して地中貯留
するとともに，EORにも利用している。2016年に設立さ
れたInternational CCS Knowledge Centreでは次世代CCS
研究を推進している 16）。

1990年に日本で開発が始まったKM CDRプロセスは，
米国などでの実証試験を経て，テキサス州の石炭火力発電

（WA Parish）から4,776 ton/dを回収する世界最大のCO2 回

収プラント（2016年稼働開始）に採用された。さらに，三菱
重工エンジニアリング株式会社は，2021年に新型アミン
吸収液KS-21の実証試験をTCMで実施。同液の優れた省
エネルギー性と低いアミンエミッションを確認し，商用化
を完了した 17）。日本には，他にも，東芝エネルギーシス
テムズ株式会社，日鉄エンジニアリング株式会社，株式会
社IHIなど，優れた燃焼後回収設備と独自のアミン液を有
するサプライヤーが多い。また，川崎重工業株式会社はア
ミン固体吸収剤を用いた手法で，従来のアミン液よりも省
エネルギー効果の高い技術の確立を目指している 18）。

上述のように，石炭火力排ガス（CO2 濃度10～15％），高
炉ガス（CO2 濃度20％程度）からのCO2 分離回収に対しては
研究開発が進み，実証から商用のフェーズにある。一方で，
天然ガス火力等のCO2 濃度10％以下の排ガスや，スケー
ルメリットを享受できない中小規模の工場排ガスに対して
は，適したCO2 分離回収技術が未確立である。そこで，
2022年，NEDOグリーンイノベーション基金事業におい
て，「CO2 の分離回収等技術開発」がスタートした（表1）19）。

さて，各CO2 分離回収技術のこれまでを振り返ると，吸
収液等の素材開発から，ベンチ・パイロット試験，実証を
経て商用化までの道のりに10年以上の長い期間を要して
いたことがわかる。当該技術の実装が2030年から2050年
までに，といった時限をもって必要とされていることを鑑
みると，いかに加速するか，が重要である。

NEDO技術戦略研究センターは，CO2 分離回収技術の研
究開発における課題を分析し，社会実装加速に向けては，
素材のスクリーニングやCO2 分離回収性能検証において，
標準評価条件の策定，性能評価・劣化機構解析などに関す
る共通基盤の構築が有効である，とした 13）。本分析に基
づき，上記の基金事業の研究開発項目には，「CO2 分離素
材の標準評価共通基盤の確立」が盛り込まれている。

テーマ 事業者

天然ガス燃焼排ガスからの低コストCO2
分離・回収プロセス商用化の実現

千代田化工建設株式会社
株式会社JERA
公益財団法人地球環境産業技術研究機構

低濃度・分散排出源CO2の分離回収技術
開発

株式会社デンソー

革新的分離剤による低濃度CO2分離シス
テムの開発

株式会社レゾナック
日本製鉄株式会社

分離膜を用いた工場排ガス等からのCO2
分離回収システムの開発

住友化学株式会社
株式会社OOYOO

Na-Fe系酸化物による革新的CO2分離回収
技術の開発

エア・ウォーター株式会社
戸田工業株式会社
国立大学法人埼玉大学

LNG未利用冷熱を活用したCO2分離回収技
術開発・実証

東邦瓦斯株式会社
国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学

CO2分離素材の標準評価共通基盤の確立 国立研究開発法人産業技術総合研究所
公益財団法人地球環境産業技術研究機構

表1　NEDO「低圧・低濃度CO2分離回収の低コスト化技術開発・実証」19）
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将来において実現するカーボンニュートラル社会では，

高度な資源循環システムが構築されている筈である。プラ
スティックなど，現在の化石資源由来材料の代替となるも
のは，やはり炭素を主成分とするものが多くを占めると考
えられる。その際の炭素源は，①回収製品，②バイオマス，
③回収CO2，に大別されよう。分離回収したCO2 を燃料や
化学品に変換して利用することは，一定期間，CO2 を固定
する効果をもたらすだけでなく，化石資源に依存しない
カーボンニュートラル社会において，炭素循環システムを
支える重要な技術オプションである。

CCUSに期待される役割は，単に「とりあえず沢山出て
いるところから回収して地下に埋めておこう」とした2005
年のIPCC特別報告の頃と比べて大きく変わっている。す
なわち，CCUSは，Hard-to-Abate産業のうち回収可能な
ケース（鉄鋼やセメント産業など）でのCCSによる削減，回収
が非現実的なケース（航空産業など）に対するCDRによるオ
フセット，GX（Green Transformation）に資する新産業で生ま

れる新規排出源からの回収，将来の炭素循環社会を支える
CO2 資源の供給など，カーボンニュートラル社会の基盤と
して多様な役割を担うことができるものと考えられる。こ
の先，CO2 分離回収技術の重要性は極めて高いと言えよう。
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大気中の二酸化炭素（CO2）は，生物活動や産業活動な

どさまざまな排出源から排出され，森林や海洋で吸収され
ることで，その大気中濃度はバランスが保たれてきた。産
業革命以降，人間活動に伴うCO2 排出量が急増し，そのバ
ランスが崩れたことで，大気中のCO2 濃度が増加し，世界
的な気候変動，主に地球温暖化の要因の一つと考えられて
いる。そのため，従来の化石燃料由来エネルギーから再生
可能エネルギーへの移行など人為的要因によるCO2 排出量
の削減対策が国際的に求められている。

二酸化炭素回収・貯留（Carbon Dioxide Capture and Storage：

CCS）は，産業活動に伴い排出されるCO2 を分離・回収し，
地下深くに貯留することにより大気中に放出されるCO2 を
削減する有効な技術の一つである。特にCCSは，セメン
トや鉄鋼，化学産業など排出削減が困難な産業の脱炭素化
に不可欠な技術として，世界的に認識されている。国連気
候変動に関する政府間パネル（IPCC）第6次評価報告書 1）

においても，世界の平均気温上昇を産業革命以前の2℃未
満にするための有効な手段であると示されている。すなわ
ち，「CCS無くして，カーボンニュートラル無し」といえ
よう。

しかしながら，今日までに日本国内ではCCSは商業化
されていない。CCSの社会実装には，エネルギー効率・
経済性の良い基盤技術の開発，およびCCS事業に関する
法整備などの課題があげられる。たとえばCCSの主な技

術に焦点をあてても，産業からの排出ガスからCO2 だけを
分離・回収する技術，CO2 の排出源から貯留地への輸送技
術，CO2 の安全な貯留技術，そして地下のCO2 の挙動を監
視するモニタリング技術などのコスト削減が重要であり，
国内外で研究開発が進められている。

以上を踏まえ，本稿では，CCSの社会実装に向けた国
際動向および日本のCCS政策について紹介する。
 

 
CCSの基盤技術は，石油の増進回収技術（Enhanced Oil 

Recovery：EOR）の一つであるCO2-EOR2）の技術であり，
その歴史は意外と古い。このCO2-EORは，1972年に米国
テキサス西部Scurry Area Canyon Reef Operators Committee
プロジェクト以降に発展し，陸上のみでも100事業以上の適
用例がある 3）。またグローバルCCSインスティチュートに
よると，現在稼働中のほとんどのCCSは，CO2-EORであ
る 4）。このことから，CCSの基盤技術は，すでに石油生産
技術により確立された技術といえる。

我が国におけるCCS事業化に向けて，本格的な技術的
取り組みは，2000年から始まった。日本で最初のCCS研
究開発プロジェクトは，経済産業省の補助金事業として地
球環境産業技術研究機構（RITE）が，エンジニアリング振
興協会の協力により，新潟県長岡市で実施したCO2 圧入実
証試験である 5）。本プロジェクトは，2003から2004年に
かけて，1万トンのCO2 を地下1,100 mの陸域深部塩水層
に圧入することに成功し，日本の深部塩水層にCO2 の貯留
が可能であることを示した。また，基礎技術開発として，
貯留層の特性やCO2 の挙動を把握するためのモニタリング
を実施した。

1．はじめに

2．日本におけるCCSの開発史
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